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A. 研究目的

医療者や患者に比べて，企業側の意識調査を医療者が勧めるには幾つかの問題があると考えられる。がんという疾患自体への理解に個人差があり，対象とする集団によって，企業の総意を把握したことにならない可能性がある。そこで，総意を狙わず，ある程度の基礎知識と興味を持つ対象を選定して，就労支援に関する意識調査を行ったので，その結果を報告する。
B.研究方法

中央大学大学院経営戦略科の社会人大学院生で医療に従事していないサバイバーの3名に面接を行い，企業で働くがん患者が，就労に関することでどのような問題意識を持ったかを拾い上げた。
大手製薬企業4社の外勤・内勤87名と，中央大学大学院経営戦略科の現役・卒業生でがん患者の就労支援セミナーを受講する意思表示をし，がんの就労問題の基礎講座（乳がん）を受講した直後の企業人17名の合わせて計104名を対象とし，属性，身近ながん患者の有無，自身ががんになった場合と，職場の仲間が患った場合の仕事継続の意志，理由，企業の姿勢のあり方などを問うた。 

（倫理面への配慮）

意識調査は，中央大学大学院経営戦略科研究科の許可を得て実施し匿名で行った。
C. 研究結果

経営者と管理職が22名，女性24名，40歳以上46名，本人ががん経験5名，身近にがん患者65名，自身ががんになったら仕事継続希望86名（経済的理由69名，生きがい11名）退職希望15名（周囲への遠慮，体力理由等）。部下ががんになった際，同じ仕事継続希望72名，非希望32名（負担軽減21，がんを活かした部署に異動7）。企業の示したい姿勢としては，家族が患った際の支援＞患者とのコミュニケーション＞早期発見支援＞経済的支援＞がんの知識を得たい＞啓発運動支援の順であった。
D. 考察
　自由記載では，がん患者を雇用し続けることをリスクと考えてしまうこと，日頃からこの問題を考えておく重要性などが挙げられていた。企業側への働きかけの重要性を示す結果と考えられた。 
E. 結論

企業側へのヒアリング・アンケート結果から，就労支援には，医療側から患者へのアプローチのみならず，医療側から企業（雇用者・被雇用者）への何らかの働きかけが必要であることが示唆された。その内容としては，がんの知識（病気そのもの，接し方）普及・職場での相談（罹患後の働き方希望聴取）充実が先決で，その次のステップとして制度（休暇・時短・経済面でのサポート・家族や職場周囲への対応）充実・・・であった。尚，制度に関しては，企業のみならず行政の努力への期待も含まれていた。
F. 研究発表　
1. 論文発表　なし
2. 学会発表　なし
G．知的財産権の出願・登録状況
特記すべきことなし
【要旨】


がんは一般に高齢者の問題であると考えられているが，働き盛りを襲う場合（がん罹患の1/3は就労可能年齢）もある。病気の症状コントロール，治療の副作用の折り合いをつけながら，生きがいや生活の糧を目的とした就労の継続を考える必要がある。 がんの就労支援は，医療者側から始められようとしている。しかしながら，就労問題は，職場の理解なしには解決されない。 そこで，まず職場の同僚や上司，部下の立場で，がん患者の就労をどう考えるのか，意識調査を行ったので，ここに報告する。








